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インターネットによる事前質問への回答（要旨） 

 

2026 年 7 月 3 日 

いすゞ自動車株式会社 

 

2026 年６月 25 日に開催された株主総会への事前質問として寄せられた主なご質問に対

して、下記のとおりご回答いたします。なお、Q1～３は、特に株主の皆様のご関心が高いと判

断したため、株主総会当日にご回答申し上げました。 

 

記 

 

Q1：当社と UD トラックスの合併検討の狙いと合併の効果について、教えてほしい。 

A１：  （当日回答者： (議長)代表取締役 取締役社長ＣＥＯ 山口真宏） 

本合併の狙いは、当社と UD トラックスの一体運営をさらに進めると同時に、意思決定

の迅速化やガバナンス強化を図ることにあります。 

あわせて、人財をはじめとする経営資源を、より柔軟かつ効率的に活用できる体制へ

移行してまいります。 

生産性向上や効率化を通じて創出したリソースを、内製化や新規事業領域へ振り向け

ることで、成長力の強化を実現してまいります。 

現時点で、本合併による効果を定量的にお示しすることはできませんが、これまで両社

で積み重ねてきた取り組みを踏まえ、相応の効果を見込んでおります。 

統合効果の最大化に向けて検討を進め、着実に成果へ結び付けていきます。 

 

 

Q２：カーボンニュートラル実現への道を多様な選択肢から追求するマルチパスウェイについ

て、当社の方針を教えてほしい。 

A２： （当日回答者： 取締役 CTO（チーフテクノロジーオフィサー） 藤森俊） 

当社が推進している「マルチパスウェイ」とは、電動車や燃料電池車などの多様な車両

技術と水素やバイオ燃料などの多様な燃料の組み合わせで、お客様の用途や使用する地

域、インフラ整備の状況などに応じた最適な選択肢を提供し、カーボンニュートラルの実

現を追求する考え方です。 

例えば、都心部や短距離での走行を想定する配送事業や路線バスには、バッテリー

EV、高稼働や長距離輸送を想定する領域には、燃料電池車やカーボンニュートラル燃料

の活用など、用途・車型・地域ごとに異なるニーズに対し、最適なカーボンニュートラルの

選択肢を提供してまいります。 



また、それらの車両の稼働や浸透に向け、充電設備や運行管理を含めたソリューション

の提供にも、引き続き注力していきます。 

なお、2030 年に向けては、全車種にカーボンニュートラル商品の選択肢を設定し、 

お客様が地域や用途に応じて最適な商品をお選びいただけるよう、ラインナップを拡充し

ていきます。 

今後も、お客様にとっての経済合理性や使い勝手を重視しながら、地域・用途ごとに、

最適な商品・サービスを提供し、持続可能なカーボンニュートラル社会の実現に貢献しま

す。 

 

 

Q３：ARCHION、すなわち、日野自動車と三菱ふそうの統合を、どう受け止めているか。 

A３： （当日回答者： (議長) 代表取締役 取締役社長ＣＥＯ 山口真宏） 

ARCHION の設立は、商用車業界における競争環境に一定の変化をもたらすものと

認識しており、当社としてもその動向を注視しています。 

このような環境の中で、当社が競争力を高めていくためには、事業規模だけではなく商

品力や品質に加え、稼働率やアフターサービス、架装への対応、お客様との日々の接点な

ど、現場起点の総合的なお客様対応力が重要であると考えています。 

当社は、既に UD トラックスとの統合により、商品の相互補完や販売網の統合など、シ

ナジー効果の発揮に向けた取り組みを進めております。 

また、開発・調達面においても、共同プロジェクトや部品の共通化などにより、着実にシ

ナジーを追求することで、競争力のさらなる向上を図っております。 

今後も、競争力を磨き続け、既存事業の収益力強化に加え、「コネクテッド」、「自動運

転」、「電動化」といった技術革新を進めると同時に、新事業領域やパートナー戦略も活用

しながら、お客様に選ばれる企業であり続けるよう、努めてまいります。 

 

 

Q4：第 2 号議案について、社外取締役比率が低下することで、不正行為やコンプライアン

ス違反などに対して、ガバナンス機能が不十分になるのではないか。 

A4： 本総会の第 2 号議案が原案通り可決された場合、当社の取締役会は、監査等委員で

ある取締役と合わせ、社内取締役 8 名、社外取締役 6 名の 14 名で構成され、社外比率

は約 43%となります。 

社外取締役は全員が独立性を有しており、取締役会において不正やコンプライアンス違

反などの問題に対し、牽制機能を持ち、独立した立場から意見表明ができる体制となって

います。 

また、内部監査、内部通報制度、コンプライアンス体制、監査等委員会等との連携によ

り、不正や隠蔽を防止・発見する仕組みを整備しており、取締役会においても、社外取締



役への十分な情報提供などを通じて、実効性ある監督が行われるよう努めています。 

今後も、取締役会の構成や独立性について継続的に検討し、ガバナンスの強化に取り

組んでまいります。 

 

 

Q5：商用車の自動運転レベル 4 事業化に向け、重大事故の防止に向けた機能開発と自動

運転のビジネスモデル構築状況について教えてほしい。 

A5： 当社は、2027 年からの自動運転レベル 4 事業化を見据え、単なる技術開発にとど

まらず、車両制御・ソフトウェア・運行ノウハウを一体化した実装力の強化を進めていま

す。外部パートナーとの連携も活用しながら、実用化を前提とした開発に取り組んでいま

す。 

安全機能については、事業化の前提と考えており、当社が長年培ってきた商用車の車

両制御技術や品質保証技術を活用し、異常検知時の安全停止やリスク低減を含めた実

証・検証を進めていきます。 

ビジネスモデルについては、特定の単一モデルを主軸とするのではなく、市場特性やお

客様のニーズに応じて最適な形で展開していく方針としています。 

立ち上げにあたっては、実証・パートナー連携・サービス提供を並行的に進めながら、持

続的な収益化に向けて、最適なビジネスモデルを柔軟に構築していきます。 

自動運転レベル 4 事業化のためには、車両・運行・整備・データ活用を一体化した事業

モデルの確立が重要と認識しており、実証を通じて安全性と経済性の両立を検証しなが

ら事業化を進めていきます。 

 

 

Q6：競合他社と比較して、当社の強みについて教えてほしい。 

A6： 当社は、現在、150 カ国以上で事業を展開し、36 カ国でトップシェアを有する販売基

盤に加え、車両販売だけでなく、アフターサービスやコネクテッドサービスまで含めた価値

提供を進めています。 

中期経営計画「ISUZU Transformation – Growth to 2030」では、2030 年に

向けて、商品提供からソリューション提供へ事業を進化させる方針であり、自動運転・コネ

クテッド・カーボンニュートラルを推進するとともに、各地域に適した商品を展開していき

ます。 

さらに、国内外でアフターサービス網への投資を継続し、お客様の稼働率向上と長期的

な収益基盤の強化を進めることで、競争環境が変化する中でも持続的な企業価値向上を

目指してまいります。 

 

 



Q7：国が課題と認識しているインフラの老朽化対策について、直接的なインフラ事業者では

ない当社としてどのような取り組みをしているか教えてほしい。 

A7： インフラ老朽化は重要な社会課題であり、当社としても、建設・土木・道路工事などの

現場を支える車両・サービスの提供を通じて貢献してまいります。 

具体的には、用途に応じた車両に加え、点検・整備、部品供給、稼働管理などのアフター

サービスを強化し、お客様の安全性・稼働率・作業効率の向上を支援しております。 

 

 

以 上 

 


